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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第20期

第１四半期 
累計(会計)期間

第21期
第１四半期 

累計(会計)期間
第20期

会計期間 

自平成22年
３月１日 

至平成22年 
５月31日 

自平成23年
３月１日 

至平成23年 
５月31日 

自平成22年
３月１日 

至平成23年 
２月28日 

営業収益（千円）  4,524,446  4,097,120  17,240,618

経常利益（千円）  712,280  563,577  1,834,785

四半期（当期）純利益（千円）  436,256  313,302  1,018,834

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  1,610,890  1,610,890  1,610,890

発行済株式総数（株）  18,807,700  18,807,700  18,807,700

純資産額（千円）  16,084,927  16,698,126  16,667,514

総資産額（千円）  114,571,915  110,862,010  106,159,637

１株当たり純資産額（円）  855.23  887.84  886.21

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 23.20  16.66  54.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  15

自己資本比率（％）  14.04  15.06  15.70

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △562,354  1,623,162  9,354,923

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △576,280  △346,096  △1,829,526

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,331,587  △269,057  △5,399,473

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 5,596,530  8,513,504  7,510,235

従業員数（人）  135  135  134
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 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

 当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

   

  

提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数を表記しており、臨時従業員数は当第１四半期会計期間の平均人員数（ただし１日

8.0時間換算による人員）を（ ）外数で記載しております。 

２．臨時従業員には、契約社員、パートタイマーおよびアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年５月31日現在

従業員数（人） 135  (255)
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（1）カード事業における取扱高 

    当第１四半期会計期間のカード事業における取扱高は次の通りであります。 

 （注）１．取扱高は元本取扱高であり、消費税等を含めておりません。 

    ２．カード事業における取扱高の内容は次のとおりであります。 

      包括信用購入あっせん  ＵＣＳカード会員のショッピング利用額であります。 

融資          ＵＣＳカード会員等に対する融資額であります。 

その他         個別信用購入あっせんの利用額に顧客手数料を加算した金額ならびに融資代行額

であります。                     

    ３．当第１四半期会計期間の主な相手先別の取扱高の総取扱高に対する割合は次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】

１【営業実績】

セグメントの名称 

当第１四半期会計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

前年 
同期比  

金額（千円） 構成比（％） 増減率（％） 

カード事業                   

包括信用購入あっせん  105,018,998  95.6  －

融資  3,894,885  3.5  －

その他  945,600  0.9  －

合計  109,859,484  100.0  －

相手先 
前第１四半期会計期間

（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

前年
同期比  

 ユニー株式会社 
 金額（千円） 構成比（％）   金額（千円） 構成比（％）  増減率（％）

 38,710,009  35.6  39,865,001  36.3  3.0
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 (2）セグメント別営業収益 

 当第１四半期会計期間の営業収益をセグメント別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．営業収益には消費税等を含めておりません。 

２．セグメント別の営業収益の内容は次のとおりであります。 

 カード事業  

包括信用購入あっせん  加盟店手数料およびＵＣＳカード会員手数料（リボルビング払いおよび分割払

い）であります。 

融資          貸付利息であります。 

保険代理業       保険代理店手数料であります。 

その他         旅行手数料、融資代行手数料等であります。 

金融           受取利息であります。 

保険リース事業 

 保険代理業         保険代理店手数料であります。 

 その他         リース収益等であります。 

３．当第１四半期会計期間の主な相手先別の営業収益の割合は次のとおりであります。 

  

  

  

  

セグメントの名称 

当第１四半期会計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

前年 
同期比  

金額（千円） 構成比（％） 増減率（％）

カード事業                   

包括信用購入あっせん収益  2,301,481  56.2  －

融資収益  1,151,854  28.1  －

保険代理業収益  117,480  2.9  －

その他の収益  234,829  5.7  －

金融収益   1,831  0.0  －

カード事業計   3,807,478  92.9  －

保険リース事業                   

 保険代理業収益  248,283  6.1  －

その他の収益   41,358  1.0  －

保険リース事業計   289,641  7.1  －

合計  4,097,120  100.0  －

相手先 
前第１四半期会計期間

（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

前年
同期比  

 ユニー株式会社 
 金額（千円） 構成比（％）   金額（千円） 構成比（％）  増減率（％） 

 638,038  14.1  655,318  16.0  2.7
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(3）カード事業における利用件数および会員数 

 （注）１．利用件数は顧客に対する請求件数であります。 

２．会員数はＵＣＳカード発行枚数の合計であります。 

  

(4）カード事業における信用供与状況 

 （注） 上記信用供与限度額は標準限度額であり、契約内容および種類により上記限度額と異なる場合があります。 

  

  

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

  

カード事業 
当第１四半期会計期間末
（平成23年５月31日現在）

前年
同期比  

利用件数            

包括信用購入あっせん（件）  1,001,694  －

融資（件）  117,043  －

会員数（人）  3,181,811  －

カード事業 

信用供与限度額 

当第１四半期会計期間末 
（平成23年５月31日現在） 

包括信用購入あっせん 10万円～200万円 

融資 

キャッシング 10万円～50万円（１万円単位） 

証書貸付 10万円～300万円（10万円単位） 

２【事業等のリスク】
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 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。   

  

  

 （1）経営成績 

 当第１四半期会計期間（平成23年３月１日～平成23年５月31日）におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発

生した東日本大震災による影響で、個人消費の落ち込みが懸念され、今後の国内経済の先行きは極めて不透明な状

況となりました。 

 当社におきましては、この大震災による直接的な被害は軽微でしたが、この災害が当社の業績に与える影響につ

きましては、引き続き今後の状況を注視してまいります。 

 また、当業界におきましては貸金業法の完全施行や割賦販売法の改正、利息返還請求の対応など、厳しい状況が

継続しております。 

 このような状況において、当第１四半期会計期間の業績は次のとおりであります。 

[カード事業]  

 包括信用購入あっせんは、大震災による買い控えなど個人消費の鈍化がみられたものの、公共料金等の日常決済

分野が堅調に推移いたしました。その結果、取扱高は105,018百万円、営業収益は2,301百万円となりました。 

 融資は、総量規制による融資市場全体の縮小が継続しており、取扱高が大幅に減少しております。その結果、取

扱高は3,894百万円、営業収益は1,151百万円となりました。 

 クレジットカード会員向け通販保険の取扱では、テレマーケティングによる販売を積極的に行った結果、契約数

が堅調に増加いたしました。その結果、営業収益は117百万円となりました。 

 その他営業収益を合わせ、カード事業の営業収益は3,807百万円となりました。 

 営業費用につきましては、適正な与信管理や延滞債権回収の強化による貸倒関連費用の減少に加え、大震災の影

響による会員募集計画の変更によりカード発行関連費用が抑制されました。その結果、営業費用は3,329百万円と

なりました。 

 以上の結果、カード事業の営業利益は478百万円となりました。 

[保険リース事業]  

 アフラック保険ショップの契約数増加により、保険代理業収益は248百万円となりました。また、その他営業収

益は、車両リースが好調であったため、保険リース事業の営業収益は合計で289百万円となり、営業利益は83百万

円となりました。 

  

 以上の結果、営業利益は561百万円（前年同期比21.0％減）、経常利益は563百万円（前年同期比20.9％減）、四

半期純利益は313百万円（前年同期比28.2％減）となりました。   

  

 （2）財政状態 

 当第１四半期会計期間末における資産の部は、割賦売掛金と未収入金が増加する一方で営業貸付金が減少いたし

ました。その結果、前事業年度末と比較して4.4％増、4,702百万円増加し、110,862百万円となりました。 

 負債の部は、主に買掛金が増加した結果、前事業年度末と比較して5.2％増、4,671百万円増加し、94,163百万円

となりました。 

 純資産の部は、前事業年度末と比較して0.2％増、30百万円増加し、16,698百万円となりました。   

  

（3）キャッシュ・フローの状況  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税引前四半期純利益を533百万円計上したことに加え、営業債務が4,453百万円増加いたしました。一方で営業

債権が2,775百万円増加し、未収入金が853百万円増加いたしました。その結果、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは1,623百万円の収入（前年同期は562百万円の支出）となりました。  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 主にリース車両（賃貸資産）の増加等により、有形固定資産の取得による支出は98百万円となりました。ま

た、クレジットカード基幹システムの改修によるソフトウエア投資により、無形固定資産の取得による支出は

233百万円となりました。その結果、投資活動によるキャッシュ・フローは346百万円（前年同期比39.9％減）の

支出となりました。  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に配当金の支払いにより、財務活動によるキャッシュ・フローは269百万円の支出（前年同期は1,331百万円

の収入）となりました。 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 以上の結果、当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、8,513百万円（前年同期比

52.1％増）となりました。 

  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（5）研究開発活動 

 該当事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

  当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

 なお、当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画していた設備計画のうち完了したものは次のとおり

であります。 

  

第３【設備の状況】

設備の内容     投資額（千円）  完了年月    目的 

 貸金業法対応システム    47,300 平成23年５月   貸金業法への対応 

 基幹システム機能追加等  80,968 平成23年５月  業務の効率化等 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）発行済株式は、株主としての権利内容に制限のない標準となる株式であります。 

  

  

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。   

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

   

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年５月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月14日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容

普通株式  18,807,700  18,807,700
大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）  

単元株式数 

100株  

計  18,807,700  18,807,700 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成23年３月１日～  

平成23年５月31日    
 －  18,807,700  －  1,610,890  －  2,001,890

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,200株含まれておりま

す。また、「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が72個含

まれております。 

２．「単元未満株式」には当社所有の自己株式63株が含まれております。  

   

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。  

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年２月28日現在

 区分          株式数（株）  議決権の数（個）  内容 

 無議決権株式  － －  － 

 議決権制限株式（自己株式等） － －  －  

 議決権制限株式（その他） － －  － 

 完全議決権株式（自己株式等）  － －  － 

 完全議決権株式（その他）  普通株式  18,807,100  188,071  － 

 単元未満株式  普通株式      600 － 
 １単元（100株） 

未満の株式 

 発行済株式総数     18,807,700 － － 

 総株主の議決権 －  188,071 － 

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
３月 

４月 ５月

最高（円）  388  320  321

最低（円）  225  284  301

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）ならびに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」（通

商産業省通達60産局第291号）の趣旨に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）および前第１四半期累計期間（平成

22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平

成23年３月１日から平成23年５月31日まで）および当第１四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日

まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成

22年５月31日まで）および前第１四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務

諸表ならびに当第１四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）および当第１四半期累計期間

（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による

四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について  

  当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円） 

当第１四半期会計期間末 
(平成23年５月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,513,504 7,510,235

割賦売掛金 54,963,157 50,308,944

営業貸付金 25,877,158 27,799,969

未収収益 1,218,342 1,086,392

未収入金 17,270,056 16,416,567

その他 2,121,641 2,318,875

貸倒引当金 △4,570,000 △4,795,000

流動資産合計 105,393,861 100,645,985

固定資産   

有形固定資産 ※1  1,225,715 ※1  1,232,982

無形固定資産 2,600,308 2,635,999

投資その他の資産   

投資その他の資産 1,727,286 1,739,644

貸倒引当金 △85,160 △94,974

投資その他の資産合計 1,642,125 1,644,670

固定資産合計 5,468,149 5,513,651

資産合計 110,862,010 106,159,637

負債の部   

流動負債   

買掛金 31,545,039 27,091,353

短期借入金 4,350,000 4,160,000

1年内返済予定の長期借入金 8,840,000 7,040,000

役員賞与引当金 － 13,416

賞与引当金 103,000 90,000

ポイント引当金 1,143,000 800,000

その他 1,908,921 2,086,438

流動負債合計 47,889,961 41,281,208

固定負債   

長期借入金 42,890,000 44,860,000

利息返還損失引当金 3,181,000 3,175,000

その他 202,922 175,914

固定負債合計 46,273,922 48,210,914

負債合計 94,163,884 89,492,122

12



（単位：千円） 

当第１四半期会計期間末 
(平成23年５月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,610,890 1,610,890

資本剰余金 2,001,890 2,001,890

利益剰余金 13,083,558 13,052,370

自己株式 △16 △16

株主資本合計 16,696,321 16,665,133

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,804 2,380

評価・換算差額等合計 1,804 2,380

純資産合計 16,698,126 16,667,514

負債純資産合計 110,862,010 106,159,637
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年５月31日) 

営業収益   

包括信用購入あっせん収益 2,104,099 2,301,481

融資収益 1,819,840 1,158,735

保険代理業収益 345,723 365,764

その他の収益 253,477 269,307

金融収益 1,306 1,831

営業収益合計 4,524,446 4,097,120

営業費用   

販売費及び一般管理費 ※  3,539,354 ※  3,270,141

金融費用 274,228 265,168

営業費用合計 3,813,583 3,535,309

営業利益 710,862 561,810

営業外収益   

雑収入 1,821 1,766

営業外収益合計 1,821 1,766

営業外費用   

雑損失 402 0

営業外費用合計 402 0

経常利益 712,280 563,577

特別損失   

固定資産除却損 4,688 695

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 29,483

特別損失合計 4,688 30,178

税引前四半期純利益 707,592 533,398

法人税、住民税及び事業税 210,689 55,429

法人税等調整額 60,647 164,667

法人税等合計 271,336 220,096

四半期純利益 436,256 313,302
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 707,592 533,398

減価償却費 318,841 343,244

貸倒引当金の増減額（△は減少） △36,781 △234,813

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △90,000 6,000

前払年金費用の増減額（△は増加） △3,162 △4,411

ポイント引当金の増減額（△は減少） 259,000 343,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,580 △13,416

賞与引当金の増減額（△は減少） 57,256 13,000

受取利息及び受取配当金 △1,306 △1,831

支払利息 272,044 260,429

為替差損益（△は益） 2,184 4,738

固定資産除却損 195 695

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 29,483

営業債権の増減額（△は増加） △5,144,478 △2,775,233

未収入金の増減額（△は増加） △957,838 △853,488

営業債務の増減額（△は減少） 5,173,283 4,453,686

預り金の増減額（△は減少） △714,408 △239,815

その他 △102,970 △3,752

小計 △271,127 1,860,914

利息及び配当金の受取額 1,306 1,831

利息の支払額 △213,732 △188,024

法人税等の支払額 △78,801 △51,559

営業活動によるキャッシュ・フロー △562,354 1,623,162

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △77,109 △98,897

無形固定資産の取得による支出 △472,668 △233,885

その他 △26,502 △13,314

投資活動によるキャッシュ・フロー △576,280 △346,096

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,630,000 190,000

長期借入金の返済による支出 － △170,000

配当金の支払額 △268,627 △269,021

その他 △29,784 △20,036

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,331,587 △269,057

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,184 △4,738

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 190,768 1,003,269

現金及び現金同等物の期首残高 5,405,761 7,510,235

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,596,530 ※  8,513,504
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当第１四半期会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

   該当事項はありません。 

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

当第１四半期会計期間 

（自 平成23年３月１日  

  至 平成23年５月31日） 

 会計処理基準に関する事項の

変更  

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号 平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 これにより営業利益および経常利益は2,041千円減少し、税引前四半期純利

益は28,064千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は40,896千円であります。  

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期会計期間

（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

１．一般債権の貸倒見積

高   

 当第１四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい

変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積

高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費

の算定方法 

 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。  

３．繰延税金資産の回収可

能性の判断 

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前事業年度末から経営環境の著

しい変化が生じておらず、かつ、一時差異の発生状況について、大幅な変動がな

いと認められるため、前事業年度末において使用した業績の予測やタックス・プ

ランニングを使用しております。 

４．利息返還損失の見積高  当第１四半期会計期間の利息返還請求の状況が前事業年度と著しい変化がない

と認められるため、前事業年度末の返還実績・率等のうち一部を使用して利息返

還損失の見積高を算定しております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成23年５月31日） 

前事業年度末 
（平成23年２月28日） 

 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

  ２．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

（1）当座貸越契約 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行33行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

   

 （2）貸出コミットメント契約 

 当社はクレジットカード業務に附帯するキャッシ

ング業務等を行っております。当該業務における貸

出コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとお

りであります。 

 なお、上記の貸出コミットメントにおいては、そ

のほとんどがクレジットカードの附帯機能であるキ

ャッシングサービスとして当社の会員に付与してい

るものであるため、必ずしも貸出未実行額の全額が

貸出実行されるものではありません。  

  

  

  

1,679,435

 当座貸越極度額 千円 29,850,000

 借入実行額 千円 4,350,000

 差引借入未実行残高 千円 25,500,000

貸出コミットメントの総額 千円 850,645,710

 貸出実行額 千円 24,575,890

 差引貸出未実行残高 千円 826,069,819

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

 ２．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

（1）当座貸越契約 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行33行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

   

 （2）貸出コミットメント契約 

 当社はクレジットカード業務に附帯するキャッシ

ング業務等を行っております。当該業務における貸

出コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとお

りであります。 

  なお、上記の貸出コミットメントにおいては、そ

のほとんどがクレジットカードの附帯機能であるキ

ャッシングサービスとして当社の会員に付与してい

るものであるため、必ずしも貸出未実行額の全額が

貸出実行されるものではありません。 

   

  

  

1,635,348

 当座貸越極度額 千円 30,020,000

 借入実行額 千円 4,160,000

 差引借入未実行残高 千円 25,860,000

貸出コミットメントの総額 千円 863,203,300

 貸出実行額 千円 26,453,044

 差引貸出未実行残高 千円 836,750,255
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（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

    

  

  

 ポイント引当金繰入額 千円 349,836

 貸倒引当金繰入額 千円 623,161

 利息返還損失引当金繰入額 千円 372,873

 賞与引当金繰入額 千円 57,256

 退職給付費用 千円 21,505

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

    

  

  

 ポイント引当金繰入額 千円 440,265

 貸倒引当金繰入額 千円 273,217

 利息返還損失引当金繰入額 千円 453,795

 賞与引当金繰入額 千円 51,010

 退職給付費用 千円 21,570

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

 ※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

 現金及び預金勘定      千円 5,596,530

 現金及び現金同等物 千円 5,596,530

 ※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

 現金及び預金勘定      千円 8,513,504

 現金及び現金同等物 千円 8,513,504
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当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）及び当第１四半期累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23

年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式       株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式           株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額  

   

（2）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後とな

るもの 

該当事項はありません。  

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

  該当事項はありません。  

  

  

  （追加情報） 

 当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が経営資源の

配分の決定および業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、事業別にセグメントを構成しており、「カード事業」および「保険リース事業」の２つを報告セグメ

ントとしております。 

 「カード事業」は主に包括信用購入あっせんおよび融資、「保険リース事業」は主に損害保険、生命保険の販

売およびリースの提供をそれぞれ行っております。  

  

２．報告セグメントごとの営業収益および利益の金額に関する情報 

当第１四半期累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 

（単位：千円）   

（株主資本等関係）

18,807,700

63

 （決議）  株式の種類  
 配当金の総額

（千円）     

 １株当たり

配当額 

（円） 

  

基準日 

  

効力発生日  配当の原資 

 平成23年５月26日 

定時株主総会 
 普通株式     282,114      15.0 平成23年２月28日 平成23年５月27日  利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

  

 報告セグメント 
 合計 

カード事業  保険リース事業 

 営業収益   3,807,478   289,641   4,097,120

 セグメント利益   478,438   83,372   561,810
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３．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額および当該差額の主な内容（差異調

整に関する事項）  

該当事項はありません。  

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。  
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当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日） 

記載すべき事項はありません。  

  

 当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）  

 記載すべき事項はありません。  

  

  

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）  

 記載すべき事項はありません。 

  

  

 前第１四半期累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 

 該当事項はありません。  

  

 当第１四半期累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当第１四半期会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 

該当事項はありません。   

  

  

当第１四半期会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日）  

該当事項はありません。   

  

  

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）     

記載すべき事項はありません。  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前第１四半期会計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 

該当事項はありません。     

  

当第１四半期会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 

    該当事項はありません。 

  

  

当第１四半期会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 

記載すべき事項はありません。 

  

  

  該当事項はありません。   

  

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成23年５月31日） 

前事業年度末 
（平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 円 銭887 84  １株当たり純資産額 円 銭886 21   

前第１四半期累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭23 20   １株当たり四半期純利益金額 円 銭16 66   

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第１四半期累計期間

（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成23年３月１日  
至 平成23年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  436,256  313,302

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  436,256  313,302

期中平均株式数（株）  18,807,700  18,807,637

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年７月14日

株式会社ＵＣＳ 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山田 順   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 木造 眞博  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 新家 德子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＣＳ

の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第20期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＣＳの平成22年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以  上  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年７月14日

株式会社ＵＣＳ 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 木造 眞博  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 新家 德子  印 

      

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＣ

Ｓの平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第21期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年３月１日から平

成23年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対

する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行

った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＣＳの平成23年５月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以  上  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  
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